
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [96.1%]

類似団体内順位

[ 42/44 ]

全国市町村平均

90.3
宮城県市町村平均

92.3

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

99.7

64.3

81.7

96.1

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [157,027円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [87.8]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [12.23人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [21.0%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [842,345円]

類似団体内順位

[ 42/44 ]

全国市町村平均

456,703
宮城県市町村平均

547,699

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,255,755

89,470

310,791

842,345

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

加美町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■財政力指数
　・　自主財源の柱となる町税は減少から増加に転じたものの、財政力指数は０．３３で類似団体平均０．８０を大きく下回
　　っている。合併により財政基盤の強化が期待されたが、地方交付税の削減により財政運営が益々厳しさを増している。
　　特別徴収対策室の設置など税等の徴収体制強化による歳入の確保に努める。
■経常収支比率
　・　合併前から上昇傾向にあったが、平成１８年度で９６．１％と類似団体平均８１．７％を大きく上回っており財政運営の
　　硬直化を招いている。経常経費の縮減のために町債発行の抑制による公債費の削減や、指定管理者制度の積極的な
　　活用に努める。また、定員適正化計画に沿った人件費の削減に取り組む。
■人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　・　人件費、物件費及び維持補修費の合計額、及び費目ごとの比較において人口1人当たりの金額が類似団体平均を大
　　きく上回っている。これは、合併以前からの決算額が合併後もそのまま合算になっている実態を表している。今後は、人
　　件費の抑制を進めるとともに、施設の統廃合など合併によるスケールメリットを生かした行財政のスリム化が課題とな
　　る。

■ラスパイレス指数
　・　合併前の平成１１年４月から、旧３町においては５５歳昇給停止を導入するなど、給与制度の適正化を図ってきたことに
　　より、類似団体平均を大きく下回っている。
■人口一人当たり地方債現在高
　・　合併前の大型事業や合併後の積極的な投資事業の実施により類似団体平均を大きく上回っている。今後は新規地方
　　債の発行抑制を行い、財政の健全化に努める。
■実質公債費比率
　・　普通建設事業への積極的な取組みによる町債の発行により２１．０％と、類似団体平均１２．７％を大きく上回ってい
　　る。今後は起債依存型の事業実施を見直すとともに、緊急度や住民ニーズに的確に対応した財政運営に努める。
■人口１，０００人当たり職員数
　・　平成１５年４月の合併により、人口に比する職員数は類似の人口規模の町村を上回ることとなったが、定員適正
　　化計画に基づき、定年退職者の４分の１に採用を抑えながら、平成２５年４月１日時点（平成１６年４月１日から、平成２５
　　年４月１日）で１００人の削減を目標として進めている。


